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 革新的将来宇宙輸送システム実現に向けたロードマップ検討会取りまとめ 

 

令和４年７月７日 

           

はじめに 

今日、人工衛星による宇宙開発利用は、気象観測、測位、衛星通信の活動を支

え、国民生活や社会経済・安全保障の活動を支えるための不可欠のインフラとな

っている。 

それらの人工衛星を宇宙空間に運搬する宇宙輸送システムは、宇宙へアクセ

スするための根幹のインフラとして、その自立性を確保することが我が国の宇

宙政策の基本となっている。 

他方、近年スペースＸ等が宇宙輸送市場を席捲する中で我が国においても国

際的な民間市場で価格競争力のある宇宙輸送システムを作ることができなけれ

ば、国はコストの高いロケットを調達して打上げを続けることになるか、あるい

は、我が国の宇宙輸送システムが世界の民間市場より退出させられることにな

り、我が国独自の打上げ手段を失い、自立的に宇宙にアクセスできなくなる懸念

がある。 

このような状況認識、問題意識等も踏まえ、文部科学省宇宙開発利用部会にお

いて将来宇宙輸送システム調査検討小委員会が設置され、令和２年１月から５

月に掛けて検討が行われた。 

そこでの検討の結果、2040 年代前半までに我が国の宇宙輸送システムの自立

性確保、国際的競争力確保及び産業発展を目指し、新たな宇宙輸送市場の形成・

獲得に向け、抜本的な低コスト化等も含めて技術の革新による革新的将来宇宙

輸送システムを実現することとされた。また、そのための段階的な計画・道筋（ロ

ードマップ）の策定に当たっての基本的な考え方が示された。 

上記の考え方を受け、本検討会は、令和２年 11月より議論を開始した。 

ロードマップの目標は、我が国の宇宙輸送システムが継続的に自立性を確保

した上で、遅くとも 2040年代前半までに抜本的な低コスト化等も含めて革新的

技術により革新的将来宇宙輸送システムを実現し、我が国の民間事業者が主体

的に事業を展開することで、自立した宇宙開発利用を飛躍的に拡大させるとと

もに、宇宙輸送をはじめとする宇宙産業を我が国の経済社会を支える主要産業

の一つとするものである。 

また、ロードマップの内容は、2040 年代前半の革新的将来宇宙輸送システム

実現のために、2030 年頃の技術実証、その後の実用システム開発と事業化に向

けて、今後 10年から 20年にわたり、可能な限り、研究開発から実用化までの道

筋とその実現方法を示すものとする。 
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抜本的な低コスト化等を含めた革新的技術の開発にあたっては、官民の英知

を結集し、双方の適切な役割分担の下で共創体制を構築することが必要である。 

近年、宇宙分野においては、新たな民間のプレイヤーが現れていることも踏ま

え、民間企業の力を活用しながら、官民で革新的将来宇宙輸送システムを開発す

ることが求められている。 

本検討会ではまず、2040 年頃の社会ビジョンを示し、それから想定される宇

宙でのミッションを軌道別、輸送対象別、官民別に整理した。また、2040 年頃

の民間宇宙市場の試算を行い、将来宇宙輸送システムで想定されるミッション

と飛行形態との適合性について検討した。更に市場規模が大きく民間が関心を

持つミッションにも適用できる将来宇宙輸送システムについて民間企業の参画

を促す官民の開発体制等、2040 年代前半までのロードマップについて検討を行

った。 

 

１．抜本的な低コスト化を中心とした将来宇宙輸送システム開発を日本が行う

意義 

（１）宇宙輸送システムに係る国内外の動向 

① 国内における宇宙輸送システム研究開発と運用 

我が国では、これまで自立性確保と国際的競争力強化を目指して、H-IIA

／B ロケット・イプシロンロケットの開発・運用、イプシロンシナジー対

応開発、H3 ロケットの開発等を我が国の基幹ロケットとして推進してき

た。 

液体燃料ロケットについては、2000 年まで大型ロケットである H-II ロ

ケットとして高性能液体水素エンジン等の基幹技術の国産化、エンジンの

大型化を進め、2001 年から H-IIA ロケットの開発・運用を行っている。

2007 年の H-IIA ロケット 13 号機からは、民間事業者の主体的役割を重視

し、打上げサービス事業を民間事業者が担っている。それ以降も国として

も継続的な改良を実施し、現在までの打上げ成功率は 98％と世界最高水準

である。 

また、2009年から 2020年の間には国際宇宙ステーション（ISS）への必

要な物資輸送のため、宇宙ステーション補給機「こうのとり」を打ち上げ

る H-IIB ロケットの運用を行い、当該ロケットでの打上げ成功率は 100％

となっている。 

加えて次世代の新型基幹ロケットである H3 ロケットの開発を進めてき

ており、今後試験機の打上げを実施し、民間事業者主体による打上げサー

ビス事業に移行していくこととしている。 

固体燃料ロケットについては、科学目的として我が国独自の固体ロケッ

トシステム技術を発展させてきた。我が国初の人工衛星「おおすみ」を 50
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年前に軌道上へ打ち上げたのも固体燃料ロケット L（ラムダ）-4S ロケッ

トであり、その後科学衛星打上げ用ロケットとして、世界最大級の固体燃

料ロケットである M（ミュー）-Vロケットが 2006年まで運用された。 

戦略的技術であるこの固体ロケットシステム技術とH-IIAロケットの固

体ロケットブースター技術を統合して開発され、低コストで運用性を向上

させたものが現在のイプシロンロケットであり、これも基幹ロケットとし

て位置づけられ、これまで５機打上げに成功している。 

現在、イプシロンロケットは民間事業者主体による打上げサービス事業

に移行しつつあり、H3ロケットの固体ロケットブースター技術との相乗効

果（シナジー）を目指してイプシロンＳロケットとして開発を進めている。 

一方、海外では、ロケット第１段の再使用による価格競争力強化を目指

した取組が進められており、我が国でもそのような国際動向を踏まえ、第

１段再使用型宇宙輸送技術の欧州の宇宙機関との国際共同実証実験に向

けた取組を国として推進している。 

これらを通じて、我が国の宇宙輸送システムを担う研究者・技術者等の

育成・能力向上を通じた人的基盤の強化、サプライチェーン、熟練技能者

の技術継承等の関連産業基盤の育成・成熟、射場・試験設備基盤の構築が

行われ、これを維持してきた。過去のロケット開発は、国主導により行わ

れてきたが、国内における技術・産業・人的基盤の成熟により、H3ロケッ

トの開発等においては、民間事業者の役割が増してきている。 

国内においても民間宇宙市場獲得に向けて、民間事業者主導による小型

ロケットによる打上げサービスや有翼サブオービタル飛行ビジネス等、

様々な宇宙輸送サービスの実現に向けた取組が活発化している 1。 

 

② 国外の宇宙輸送システムの動向 

宇宙分野の先進諸国は、引き続き、基幹ロケットシステムの維持・発展

に注力している。 

米国は、月探査用の大型ロケット SLS（Space Launch System）の開発を

推進するとともに、既存の ISSへの物資・人員輸送については、民間事業

者の主体性を重視して宇宙輸送システムの開発・運用に対する支援を行っ

ている。 

欧州は、基幹ロケットであるアリアン５の運用を行うとともに、次期基

幹ロケットとしてアリアン６の開発を推進している。 

ロシア、中国は、基幹となる大型主力ロケットの研究開発と運用を通じ

 
1 インターステラテクノロジズ社、スペースワン社による小型ロケットや、PD エアロスペース社、スペ

ースウォーカ―社によるサブオービタル飛行等。 
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て自立性の維持・発展を推進している。 

ISS に対する有人宇宙輸送システムは、ロシアのソユーズロケットに加

え、米国の民間事業者であるスペースＸ社のファルコン９ロケットによる

クルードラゴンの打上げ運用が開始されている。 

中国では、長征ロケットによる有人宇宙輸送システムを実現しているが、

さらに将来の有人月探査に向けたロケットの開発を推進している。 

米国、欧州、中国、インドでは大型ロケットだけでなく、小型ロケット

システムの開発・運用も活発に行われており、これらの取組を通じて技術・

産業基盤を支える人材・設備の維持・更新が図られている。 

これらの動向も相まって、スペースＸ社のような新興民間事業者による

宇宙輸送サービスが発展しており、また、当該民間事業者自らの巨大資本

や政府支援等を背景に、その低価格戦略で打上げサービスの国際競争は激

化している。 

特に海外の民間宇宙市場では、小型メガコンステレーションによる地球

規模の通信サービス網の構築、あるいは宇宙旅行事業の提供において宇宙

輸送システムがそれぞれの事業の一部として位置づけられている等、市場

の形成と一体化した宇宙輸送システムの開発・運用が進行している。 

また、各国においては、宇宙輸送システム技術基盤の充実・強化と将来

宇宙市場の獲得に向けて、新型ロケットエンジン技術、エアブリージング

エンジン技術、材料技術、製造技術等の最先端技術開発を踏まえながら、

再使用型宇宙輸送システムを含む将来宇宙輸送システムの実現に向けた

様々な研究開発が積極的に推し進められている。 

 

③ 宇宙利用の拡大及び将来宇宙輸送ビジネスの可能性 

近年、月以遠探査までを見据えた深宇宙探査といった宇宙開発利用の国

際的な広がりや、民間事業者による小型衛星を用いたメガコンステレーシ

ョン、宇宙旅行、さらに、二地点間高速輸送（P2P: Point to Point）等の

様々な宇宙輸送ビジネスの可能性が出現している。 

これらは、将来大きな需要を生み出し、更なる宇宙開発利用の拡大につ

ながる可能性がある。 

また、低軌道領域への打上げ需要が民間事業者による活動の活性化によ

り増大してきており、この低軌道領域への打上げ拡大傾向は、打上げ事業

環境を改善する方向にあると考えられる。 

一方で、スペースデブリといった宇宙環境の悪化も進行しており、その

低減に向けた取組が国際的に検討される等、世界的に宇宙輸送システムに

関する周辺環境は大きく変化している。 
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（２）革新的将来宇宙輸送システムの開発に挑む意義、必要性 

スペースＸ社等の台頭により、国際的な民間市場での競争は激化している。 

このような中で我が国において抜本的な低コスト化を図り民間市場でコ

スト競争力のあるロケットを作ることができなければ、市場発展性の少ない

官ミッションのみに対応したコストの高いロケットを国は調達して打上げ

を続けることになる。あるいは我が国の宇宙輸送システムが民間市場から退

出させられることにより、我が国独自の打上げ手段を失い、自立的に宇宙に

アクセスすることができなくなり、国益、経済的な利益が失われる可能性が

ある。 

また、抜本的な低コスト化が実現することにより、宇宙へのアクセスが容

易になれば、今以上に宇宙のプレイヤーが拡大し、宇宙利用の幅が拡大する

ことが見込まれる。 

一方、従来の延長線上の研究開発だけでは、抜本的な低コスト化を実現す

ることは容易ではない。機体の量産効果や、製造ラインの共通化等により低

コスト化を実現するため、市場規模が大きく民間が関心を持つミッションに

も適用できる革新的将来宇宙輸送システムの開発を国と民間が連携して取

り組む必要がある。 

 

２．2040 年代前半の社会ビジョンを踏まえての 2040 年代前半に想定される宇

宙輸送ミッション 

（１）2040年代前半の社会ビジョン 

我が国で 2040 年代までに生じる大きな社会様相の変化として、人口の減

少・高齢化の進行等が見込まれている。特に人口においては、2040年時点で

は、2020 年時点より総人口が 13％減少（1 億 2600 万人⇒1 億 1100 万人）、

生産年齢人口が 25％減（7500万人⇒6000 万人）となり、65才以上の人口は

総人口の 35％超になる見込みである（国立社会保障・人口問題研究所「日本

の将来推計人口（平成 29年推計）」）。 

他方、世界の人口は、現在の約 78億人が 92億人に増加する見込み（国際

連合 world population prospect 2019）であり、日本の人口は減少する一

方で、世界の人口は増加していくことから、この人口拡大に伴う、経済的発

展、新たな民間サービスが現れてくることに留意すべきである。 

2040年の社会イメージについては、文部科学省科学技術・学術政策研究所

が第 11 回「科学技術予測調査」を実施している。当該調査は、科学技術の
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発展による社会の未来像を描く調査であり、第 11 回調査は①科学技術や社

会のトレンド把握（スキャニング法）、②社会の未来像検討（ビジョニング

法）、③科学技術の未来像検討（デルファイ法）、④科学技術の発展による社

会の未来像検討（シナリオ法）の４手法を組み合わせて実施している。  

宇宙に関連のある、可能性が高い予測調査としては、インフラとしての宇

宙（地球観測・測位・通信等）を活用したアプリケーションとして、準天頂・

地球観測衛星を活用したリアルタイムの災害リスク評価システム、IoTを利

用した精密農業の普及、場所を限定せず操作できる自動運転システム等があ

り、宇宙が生活、産業を支えるインフラとしてますます活用されていること

が予測されている。 

更に世界を取り巻く変化としては、2050 年までに温室効果ガスの排出を

全体としてゼロにする、カーボンニュートラル、脱炭素社会への対応がある。 

我が国をはじめ主要国において、2050 年頃のカーボンニュートラルを表

明する国はあるが、世界的な人口が引き続き増加し、エネルギーの消費量が

上昇する中、2050 年のカーボンニュートラルの達成は地上のみを考慮して

いては容易な課題ではない。今後、宇宙輸送システムが抜本的に低コスト化

し、宇宙利用が拡大することにより、カーボンニュートラルの達成に貢献す

る技術革新が生まれることが期待できる。 

 

（２）宇宙開発利用ミッション 

2040 年頃の官ミッションも含め想定されるミッション及び規模を紹介す

る。 

官ミッションについては、現在国内では年間３機程度の大型ロケット打上

げが行われているが、今後宇宙科学探査や深宇宙探査等の進展や、新たな取

組として、スペースデブリ対策が開始される等の軌道上サービスの広がりが

期待され、これらの官ミッションの需要が高まっていくことが想定される。 

以降、各宇宙利用ミッションでの市場規模予測を示すが、これらの数値は

Northern Sky Research 社が 2019 年／2020 年に実施した調査結果による

2030 年迄の各宇宙利用ミッションでの累計市場規模予測データを活用し、

10 年間での市場拡大率が同じであると仮定して、2040 年時点のグローバル

な市場規模を予測したものである。 
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１）サブオービタル軌道 

●二地点間高速輸送 

2040年に向けて、高頻度輸送を実現するために、最も輸送量が見込め

る市場の１つである。 

現時点で市場が創出されていないため、2040年の市場予測は困難であ

るが、既存の旅客航空機需要の一部が代替されると仮定して概算すると、

我が国発着ベースで年間 5.2兆円程度※の市場規模となる可能性がある。 

※2040年に向けての航空需要の伸び、二地点間高速輸送に置き換わる範

囲等の一定の前提をおいた試算に基づく。 

 

●宇宙旅行 

現在、世界的に民間によるサブオービタル宇宙旅行の事業創出に向け

た取組が盛んであるが、低軌道宇宙旅行も今後の成長が期待される市場

である。 

Northern Sky Research社による 2030年の需要予測では、サブオービ

タル軌道での宇宙旅行及び地球低軌道（ISS 活用等）への宇宙旅行を合

わせて、約 3,400億円の市場となることが見込まれる。 

宇宙輸送市場全体が 2018～2030 年と同様に、2030～2040 年において

も年間 10％で成長すると仮定すると、宇宙旅行市場は、サブオービタル

軌道・地球低軌道を併せて、8,800 億円程度の市場となることが見込ま

れる。 

なお、旅行費用及び１フライトあたりの席数が 2030 年から変わらな

い、という前提に立つと、サブオービタル軌道での宇宙旅行で年間 8,800

フライト、地球低軌道への宇宙旅行で年間 21 フライトという市場概況

となる。 

 

●微小重力環境実験 

現在、航空機あるいは観測ロケットにより微小重力環境で特徴のある

物質、材料等の製造による新市場は見込まれるが、2040年頃の市場規模

を予測することは現時点では困難である。 
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２）低・静止軌道 

●低軌道における通信・地球観測・メガコンステレーション等 

メガコンステレーションを筆頭に、今後成長が期待される市場である。

Northern Sky Research社による 2030年の需要予測では、年間 2,900億

円となっているが、宇宙輸送市場全体が 2018～2030年と同様に、2030～

2040年においても年間 10％で成長すると仮定すると、低軌道市場は、グ

ローバルで約１兆円の市場規模となることが見込まれる。 

 

●静止軌道における通信・宇宙状況把握（SSA）・地球観測 

Northern Sky Research社による 2030年の需要予測から、静止軌道に

おける通信・宇宙状況把握・地球観測等のグローバル市場は年間 4,000

～5,000億円程度の見込みである。 

一方、静止軌道市場は、2020年代において、凡そ横ばいの見込みであ

り、その傾向は 2030年代も継続されると予想される。 

 

●ＩＳＳ活用 

2025年以降の ISSを含む地球低軌道活動については、各国の検討状況

も注視しつつ、これまでの軌道上技術実証、科学実験に加えて、将来の

宇宙探査を視野に入れた高度な戦略的技術の実証や民間主体による研

究開発利用等への利用拡大の状況等を踏まえて、国／JAXAにてその在り

方について検討中である。また、民間の新たな構想等についても考えら

れているが利用規模の予測は現時点では困難である。 

 

●軌道上サービス 

デブリ除去、衛星デオービット、衛星検査ロボティクス、衛星寿命延

長、衛星燃料補給等の軌道上サービス市場は、今後の成長が見込まれる

市場である。一部企業による各種軌道上実証実験は開始されているが、

現時点では、市場がまだ十分に形成されておらず、2040年頃の市場規模

を予測することは現時点では困難である。 

また、「宇宙太陽光発電」についても、今後の研究開発の進展により、

我が国のエネルギー政策に貢献しうる技術ではあるが、実用化は 2040年

代後半以降となる見込み（経済産業省「宇宙太陽光発電システム研究開

発ロードマップについて」（2017 年 3月））であり、現時点でその市場規
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模を予測することは困難である。 

 

●安全保障、防災利用等 

安全保障や防災利用等においても、衛星データ利用の需要の増大等に

より、打上げの需要が高まってくることが考えられる。 

2040年における利用規模は不明であるが、国の存続、国民生活にとっ

て非常に影響が大きい分野であり、民間によって代替される分野でもな

いことから低・静止軌道にかけて官ミッションとして確実に実施する必

要があり、現時点で予測は困難であるが、利用規模が増加することが想

定される。 

 

３）深宇宙 

●宇宙科学・探査及びアルテミス計画／国際協力 

宇宙科学・探査及び国際協力に基づくアルテミス計画等の深宇宙探査

については、我が国の国際社会におけるプレゼンス向上等に貢献するも

のであり、官ミッションとして確実に実施する必要がある。 

今後も月・月以遠（火星等）の探査活動に向けて、需要が高まってく

ることが考えられる。 

一方、2040年において、どのような利用規模となっているかは、今後

の科学ミッションの成果や国際情勢にもよることから、現時点で予測は

困難であるが、利用規模が増加することが想定される。 

 

●月経済圏 

2040年に向けて、高頻度輸送を実現するために、最も輸送量が見込め

る市場の１つである。 

2040 年頃の月面においては、1,000 人が居住し、年間 10,000 人が月

面を訪問するという検討もある。（第4回ロードマップ検討会でのiSpace

社発表内容による）。 

2040年の市場規模を予測することは現時点では困難であるが、常時７

人程度の滞在である ISSに比して、設備等を含め 100倍近くの輸送量が

求められると仮定すると、２兆円程度の市場規模となる可能性がある

（ISS への輸送量は年間 15～20t、月面への輸送コストを 10 億円／t と



10 
 

仮定）。 

以上の（１）～（３）の行き先別の 2040 年頃の宇宙開発利用の状況予測

を表１にまとめる。 

 

表１ 2040年頃の宇宙開発利用の状況予測（赤字は主に官ミッション） 

  行き先 

サブオービタル軌道 低・静止軌道 深宇宙 

 

輸

送

対

象 

有

人 
二地点間高速輸送 

宇宙旅行 
宇宙旅行 

月経済圏 
アルテミス計画 
（国際協力） 無

人 
二地点間高速輸送 
微小重力環境実験 

通信メガコンステ 
地球観測 

ISS 活用※ 
軌道上サービス 

安全保障、防災利用等 

※2025 年以降の ISS を含む地球低軌道活動については、各国の検討状況も

注視しつつ、その在り方について国／JAXAにて検討中。 

 

３．将来宇宙輸送システムのミッションと飛行形態との適合性 

前章において示されたミッションに基づき、将来の宇宙利用市場の要求を整

理すると以下となる。 

（１）2030 年初頭までの宇宙利用市場の主体は、地球周回軌道及びサブオー

ビタル軌道での地球観測、通信インフラ及び宇宙旅行が想定される。 

（２）例えば、地球周回軌道には、年間千機程度のロケットの打上げ、また、

サブオービタル軌道での宇宙旅行では年間 3,400 回程度のフライトが

試算される（2030年初頭時点を想定）。 

（３）その後 2040 年代に移行するに従い、国際協力での月探査から月経済圏

の拡大あるいは宇宙等を利用した旅客輸送を伴う二地点間高速輸送の

拡大が想定される。 

（４）以上の想定される多数の打上げ需要に対応し、利用可能性を広げつつ、

限られた予算の中でその需要に我が国として対応していくためには、海
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外の競合メーカーに対して市場で優位に立てるための宇宙輸送システ

ムの抜本的な低コスト化が必須となる。 

これらの要求を満足する将来宇宙輸送システムの要件としては 

①抜本的な低コスト化を実現する総合的システム（宇宙輸送機、射点／射場

設備、飛行安全運用、再使用の場合は回収・再打上げ整備設備含む）であ

ること。 

②宇宙輸送システムの飛行形態としては、垂直打上げ形態及び水平打上げ形

態等が考えられる。将来市場を考慮した上で、システムのメリットとデメ

リットを比較すると、すべてのミッションに対応するためには双方の形態

が必要になる。実現する宇宙輸送システムは一形態か、複数形態かは今後

の市場動向、費用対効果から議論する必要があり、複数形態になった場合

でもコスト低減の恩恵が充分に得られる選択が重要である。 

③実現する宇宙輸送システムは、将来的な民間市場から大きな需要が想定さ

れ、民間の収益が期待されることから、それらも考慮し、官民共同で開発

されることが必要である。 

これらの要件を考慮して将来宇宙輸送システムを構想する場合、いくつかの

飛行形態が考えられる。 

前述のように、一つ目は H-IIAロケット等と同じような垂直に打ち上げられ

て軌道上に物資等を輸送する「ロケット形態」（システムＡ等）である。 

この形態には従来のように使い切りのケース及び１段目の地上回収／再使

用のケースが含まれる。 

二つ目は航空機のように水平に離陸／上昇して軌道上に物資等を輸送する

「有翼形態」（システムＢ等）である。ミッション完了後は地上に帰還し、再

使用を前提としたシステムである。 

更にこの 2 形態の派生型がいくつか存在するが、ここでは早期実現性の観

点から三つ目として考えられる形態は、システムＡ等を発展させて２段目を有

翼化して地上に帰還させて再使用する「併用形態」（システムＣ等）である。 

これらはあくまでも構想案であり、将来の市場ニーズに基づく宇宙輸送シス

テム検討／技術ロードマップ検討の中で、詳細に議論され、検討されていくも

のであるが、いずれの形態においても、機体の「部分的あるいは完全再使用化」

が必須と考えられる。 
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機体の「再使用化」について、その意義は、宇宙輸送システムの抜本的な低

コスト化の実現のためだけに限らず、高頻度の打上げに対応できること、宇宙

空間での残機体のデブリ化防止を実現できることでもある。 

上記の３つの飛行形態の特徴について表２に記載する。 

 

表２ 将来宇宙輸送システム飛行形態例の特徴比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの３つの飛行形態のメリット及びデメリットを要約すると以下の通

りとなる。 

●「ロケット形態」（システムＡ等）は将来の宇宙利用市場（サブオービタ

ル宇宙旅行ミッションを含めて）の大部分の要求に対応できる形態であり、

また、現在の我が国の宇宙輸送システムである H-IIA/B、H3ロケットの開

発方式／要素技術の蓄積を最大限利用できるものである。特に大量物資の

軌道上輸送に適していると言える。 

また、将来、宇宙輸送システム打上げ需要が増大してくると、従来型の

使い切りロケットでは国内でのロケット製造能力が打上げ回数の律速と

なるが、1 段目の再使用化ができるようになると、打上げ能力は低下する

ものの、打上げ回数増加への対応も可能となる。 

但し、旅客飛行を伴う二地点間高速輸送等用途への対応には２段目（上

システム C：併用形態（2 段式） 
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段）の再使用化等の技術課題がある。 また、多頻度打上げに対しては射場

の増加が必要になる。 

●「有翼形態」（システムＢ等）は空力翼を有した形態であり、水平離陸・着

陸、再使用といった航空機的運用方式が可能となる。従って、旅客飛行を

伴う二地点間高速輸送等用途への対応には効果的な形態といえる。 

但し、軌道上への輸送のためには「２段目（上段）ロケット」が必要で

あり、また、同じ輸送量を実現するためにはシステムが大規模となる。 

また、主要要素技術である「革新的推進系技術（スクラムジェットエン

ジン等）」及び「熱防御技術」の成熟度が低いため、実用化までには「ロケ

ット形態」に比較して、期間を要すると想定される。 

●「併用形態（ロケット＋２段目有翼）」（システムＣ等）はシステムＡ等の

派生型で「２段目（上段）」を有翼形態としていることで地上帰還／再使

用化が容易となり、旅客飛行を伴う二地点間高速輸送、サブオービタル宇

宙旅行等用途への対応も可能となり、あらゆるミッションに対応が可能と

なっている。但し、「２段目（上段）」の地上帰還／再使用に係る要素技術

である「熱防御技術」、「再突入誘導制御技術」の成熟度が低いため、シス

テムＢ等同様に実用化までには期間を要すると想定される。 

将来の宇宙利用市場ニーズに基づき宇宙輸送システムの飛行形態の大ま

かな評価検討から、軌道上/深宇宙ミッション等には従来の基幹ロケットの

発展型である「ロケット形態」（システムＡ等）宇宙輸送システムの実用化

を進めることにより、今後の宇宙輸送システムに必要な共通基盤技術の獲得

を図ることが妥当である。並行して、国は今後の大型市場が予測される二地

点間高速輸送、宇宙旅行用途等の高頻度打上げに対応できるように固有の革

新的基盤技術等の獲得を図り、その上で、高頻度往還飛行が可能な「有翼形

態」「併用形態」（システムＢ，Ｃ等）宇宙輸送システムの民間主体による開

発につなげていく。革新的将来宇宙輸送システム実現に向けたロードマップ

の詳細について次項に記載する。 

 

４．革新的将来宇宙輸送システム実現に向けたロードマップ（官民の役割分担） 

（１）二本立ての研究開発の推進 

前章までの内容を踏まえ、ロードマップ作成に当たっては、以下の通りミ

ッションに応じて二本立ての研究開発を進めていく。 

まずは、国は、低・静止軌道、月面等を対象としたミッション（官ミッシ
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ョン（安全保障、防災利用、アルテミス計画等）を含む）に対応するために、

これまでの H-IIA/B、H3 ロケットでの開発・運用で培われた技術も継承し、

2030 年頃の初号機打上げを目指して大幅な低コスト化（H3 ロケットの 1/2

程度を目標）を実現するため「基幹ロケット発展型宇宙輸送システム」の開

発を進める。 

なお、今後の技術獲得状況等を踏まえ、初号機打上げ時期の前倒しについ

ても柔軟に検討する。 

更に、以下に示す民間主導で開発される「高頻度往還飛行型宇宙輸送シス

テム」との部品等の共通化による量産効果や全段の完全再使用化等により、

抜本的なコスト低減（H3 ロケットの 1/10 程度を目標）を 2040 年代前半に

図る。 

並行して、上記の飛行形態ではカバーすることが困難な旅客飛行を伴う民

間ミッションである宇宙旅行、二地点間高速輸送等の将来の大型市場を確保

するために、宇宙輸送システムの高頻度使用、機体の大量生産や製造ライン

の共通化等により抜本的な低コスト化（H3 ロケットの 1/10 以下を想定）を

2040 年代前半に実現する「高頻度往還飛行型宇宙輸送システム」に関する

研究開発プロジェクトを官民で新たに開始する。 

当該新規プロジェクトの実施に当たっては、民間による宇宙輸送事業化を

推進するための民間企業等による協議会が本年５月に発足しており、この民

間での事業化実施機運の高まりを踏まえて、早期に輸送システム開発計画を

開始するためにも数年以内に民間中心の事業体制構築を目指す。 

「高頻度往還飛行型宇宙輸送システム」として、どのような飛行形態を選

択するかは、民間事業者のビジネスモデル次第（サブオービタル宇宙旅行／

軌道上宇宙旅行／二地点間高速輸送等）である。国は民間事業者と協議を行

い、2040 年代前半の実用機打上げを目標に、2025 年頃までに必要となる要

素技術※の絞り込みを行い、JAXA においてその研究開発を実証飛行に必要

な技術レベルまで高めていくように進める。その後引き続き 2030 年代初め

に民間主導での飛行実証を目指せるように必要な支援を行う。 

※革新的推進技術（エアーブリージングエンジン等）、熱防御技術/完全再使

用化技術、高頻度輸送技術、性能向上技術、低コスト化技術等 

 

また二地点間高速輸送等は事業化までに時間がかかることから要素技術

の獲得状況、市場環境等も踏まえ、「高頻度往還飛行型宇宙輸送システム」
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の研究開発プロジェクトの進捗について市場環境を踏まえて、適切なマイル

ストン毎に文部科学省によるレビューを行い、研究開発計画、官民の役割分

担等の見直しを行う。 

同時に、国は民間での高頻度往還飛行型宇宙輸送システム事業化に先立っ

て、有人宇宙飛行システムの安全基準や認証に関する国際的議論及び制定等

に参画する、また有人飛行実施等に際しての我が国の安全規制・法制度等の

対応について検討を進めておく。 

「基幹ロケット発展型」、「高頻度往還飛行型」の実現の方策及びそのため

の共創体制の構築について以下に示す。これらの対応により我が国の将来宇

宙輸送システムの国際的競争力を高める。 

 

（２）基幹ロケット発展型宇宙輸送システムの開発 

我が国はこれまでの H-IIA/B、H3ロケットでの開発・運用で培われた技術

の継承もあることから、JAXAにおいて「基幹ロケット発展型宇宙輸送システ

ム」に関する要素技術が揃い次第、飛行実証を早期に開始する。 

「基幹ロケット発展型宇宙輸送システム」では、主にロケット機体の再使

用化をはじめとした低コスト化技術を適用することにより大幅なコスト削

減を図る。「基幹ロケット発展型宇宙輸送システム」で想定される１回の打

上げコストは、再使用化や、オープンイノベーションによる共創体制による

部品・材料等のコスト削減により、H3 ロケットの打上げコストの 1/2 程度

※が目標となる。 

※１段再使用：H3ロケットの地球低軌道（LEO）単位重量当たりの輸送費 1/2

程度を目標 2。 

 

また、更に「高頻度往還飛行型宇宙輸送システム」の要素技術開発が進む

ことで、熱防御技術、上段回収のための誘導制御技術等を獲得し２段目を含

めた完全再使用化を図ることや、「高頻度往還飛行型宇宙輸送システム」が

実用化され機体が量産される際には、部品の共通化等による量産効果等によ

る製造費の大幅な削減が可能となる。 

これらによるコスト削減効果により 2040 年代前半の「基幹ロケット発展

型宇宙輸送システム」で想定される１回の打上げコストは、H3 ロケットの

 
2 これは今後実現を目指す目標値である。前提として、10 回の再使用、機体製造費は H3 ロケット相当

で、推進薬などの消耗品類、基盤維持関連経費（設備運用維持含む）、安全管理維持等は除く。 
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1/10程度※が目標となる。 

※完全再使用：H3ロケットの LEO単位重量当たりの輸送費 1/10程度を目標 3。 

 

（３）高頻度往還飛行型宇宙輸送システムの開発 

民間事業者が自らのビジネスモデルに基づき「高頻度往還飛行型宇宙輸送

システム」をどのような飛行形態にするかを選択する。その際、技術的成立

性を考慮に入れる必要があり、JAXA において飛行形態による技術的なベン

チマーク、フィジビリティスタディ等の研究開発を先行して実施する。その

結果を踏まえ民間事業者と国は協議を行い、必要な要素技術を特定し、JAXA

においてその研究開発を実施する。 

最終的な事業化までの期間が長いことから、民間事業者のビジネスモデル

として、何段階かの事業化を行い開発途中段階での収益化を図る必要性が有

る。開発を担う民間事業者に事業予見性を持たせるために、国として以下の

取組を検討することが必要であると考えられる。 

①高頻度往還飛行型宇宙輸送システムの実現に必要となる要素技術の研

究開発は、民間事業者とも協議した上で要素技術を絞り込み、技術成熟

度（TRL；Technologies Readiness Level）を向上させていく。その中に

は技術実証のための飛行実験も含まれる。 

②システムレベルの飛行実証を民間事業者が行う際は、飛行試験のための

システム技術支援、試験設備／実施場所の貸し出し等必要な支援を行う。 

③実用機の完成後、本宇宙輸送システムでの衛星打上げ等の官需ミッショ

ンを民間事業者で担う等のアンカーテナンシーの提供。 

ここで「高頻度往還飛行型宇宙輸送システム」で想定される１回の打上げ

コストは、民間事業者が市場をどのように確保するかの経営戦略も考慮され

るが、宇宙輸送システムの高頻度使用や機体の大量生産や製造ラインの共通

化等により抜本的な低コスト化を図ることで、H3 ロケットの 1/10以下と想

定される。 

 

 

 
3 これは今後実現を目指す目標値である。前提として、10 回の完全再使用（1 段目、2 段目、液体ロケッ

トブースタ（LRB）ともに再使用）、機体製造費は H3 ロケット相当で、推進薬などの消耗品類、基盤維持

関連経費（設備運用維持費含む）、安全管理維持経費等は除く。 
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(４)オープンイノベーションによる共創体制の構築 

JAXAにおいて実施する部品・材料等の低コスト化に際しては、製造業等の

非宇宙分野の民間事業者と官との「共創体制」を構築し、幅広く革新的将来

宇宙輸送システムに必要な最新の知見・技術を取得するとともに、研究開発

を通じて得られた最新の知見・技術等の成果を宇宙分野・非宇宙分野の民間

事業者へ移転して活用・波及させる。これらで得られた知財については「宇

宙用途」では原則としてライセンスアウトすることを承諾することにより、

「基幹ロケット発展型宇宙輸送システム」、「高頻度往還飛行型宇宙輸送シス

テム」の両方に技術を適用する。また、これらの研究開発活動により、地上

で十分に市場性を有する部品・材料等を宇宙でも使用することにより、部品・

材料等のコストを大幅に削減する。 

また、本検討会で策定した「ロードマップ」に基づき、JAXAにおいて将来

宇宙輸送システムを実現するために必要な革新的な技術をいつまでに獲得

するかについての「技術ロードマップ」を策定する。 

この「技術ロードマップ」に基づき、宇宙輸送事業者からのニーズ把握等

を通じて、宇宙輸送システムに要求される技術に適用可能な地上技術につい

て情報提供要請（RFI : Request for Information）を行い、当該分野の個

別調査を行う。 

これら JAXA において集めた技術情報の中から革新的将来宇宙輸送システ

ムに必須技術（抜本的な低コスト化に資するもの等）を絞り込んだ上で、研

究提案募集（RFP : Request for Proposal）を行い、民間事業者から具体的

な技術提案を募集する。 

得られた提案を、技術的な観点から審査するためのシステム・技術の専門

家と、地上も含めて技術の波及する市場の有無等事業見込み（地上での出口）

を評価するための金融・コンサル等の専門家から構成される選定委員会にお

いて研究開発を進める技術の絞り込みを行う。 

これらの取組を通じて、必要な技術の獲得及び、宇宙輸送システムのコス

ト削減をはかり、国際競争力を高める。 

 

５．革新的将来宇宙輸送システムに必須となる抜本的な低コスト化の方策 

革新的将来宇宙輸送システムの抜本的な低コスト化のためには、次のような

取組が必要となる。 
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（１）部品・材料等の低コスト化（地上部品・汎用材料等の適用、国際共同調

達・技術協力） 

 設計仕様を従来の宇宙仕様からJIS規格など一般的な地上民間市場規格

に基づく仕様に変更し、代わりに信頼性を確保するための冗長化等のシ

ステム設計により宇宙用途としての信頼性を維持したまま大幅な低コ

スト化を実現する。 

 材料、機器等宇宙輸送システムに使用される共通的な製品に関しては、

国際企業間で製品の共同調達、技術協力を推進して、個別発生費用の削

減を図り、宇宙輸送システムの大幅な低コスト化を実現する。 

 

（２）宇宙輸送システムの再使用化 

 機体システムの再使用化により、新規製造部位を最小限にすることでコ

スト削減を図る。 

 更なる費用削減のための新規製造費、打上げ費、再使用品等の整備費の

削減及び再使用化による費用低減効果が得られる使用回数（打上げ頻

度；10回程度を想定）の確保が必要。 

但し、再使用の回数がある回数を超えると、打上げ費、整備費が支配的と

なり、費用削減の効果は低減するため、再使用化によるコスト低減には限り

がある。再使用化によるコスト低減効果例は図１である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ ロケット形態での目標価格と再使用回数 

（H3ロケット相当 LEO＝15トン） 

（第 6回革新的将来宇宙輸送システムロードマップ検討会資料より抜粋） 
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（３）宇宙輸送システムの大量生産に伴う量産効果 

製品の大量生産に伴う量産効果要因としては、①製造・試験設備等の固定

費の割掛け減少効果、②作業員習熟度向上による製造費低減、③大量生産に

伴う製造設備の大規模化、製造ノウハウに基づく製造工程の自動化・効率化

等 が想定される。量産によるコスト低減効果例を以下に示す。但し、これ

らの効果は初期設計段階から考慮しておく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 量産によるコスト低減効果 

（第 6回革新的将来宇宙輸送システムロードマップ検討会資料より抜粋） 

 

（４）製造工程の IT技術利用等による革新化 

 3Dプリント技術／デジタルツイン技術により設計・製造プロセスの効率

化をはかり低コスト製品を実現する。 

 モデルベース開発による実試験、検査工程の省力化等で低コスト製品を

実現する。 

これらの低コスト化の方策の詳細については、官民共創体制の中で詳細な

検討を行い、実現を図る。  

⓷の効果でさらに低減 

 

単
価
の
低
減
割
合

生産個数（個） 
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６．中間取りまとめ以降の検討結果 

中間取りまとめでは、市場規模が大きく、かつ、民間が関心を持つミッショ

ンへ適用可能な将来宇宙輸送システムの開発について、国と民間が連携して取

り組むことの重要性や、安全保障や防災利用、深宇宙探査等の官ミッションに

対応する「基幹ロケット発展型宇宙輸送システム」と、二地点間高速輸送や宇

宙旅行、低軌道衛星の打上げ等のミッションに対応する「高頻度往還飛行型宇

宙輸送システム」の二本立ての研究開発を推進することの必要性が明記されて

いる。 

さらに、中間取りまとめにおいて、今後官民が連携して事業化を前提とした

開発を進めていくため、官民の役割分担や、長期（20年程度）にわたる研究開

発期間に対して民間事業者に予見性を持たせるための方策、将来宇宙輸送シス

テムの実現に必要な環境整備、制度的課題等が「引き続きの検討事項」と整理

されており、本検討会において、令和３年 12 月から令和４年６月にかけて検

討が行われた。その検討の結果を以下に示す。 

 

（１）官民の役割分担 

 「高頻度往還飛行型宇宙輸送システム」の開発を官民共同で推進していく

ための、官民の協議体制、官の支援方策等 

サブオービタル軌道での有人飛行、宇宙空間を利用した二地点間高速輸

送（P2P: Point to Point）、民間人向けの低軌道への宇宙旅行等、大きな

マーケットポテンシャルのある事業を民間主導のビジネスとして実行す

ることのできる環境を作るため、令和３年５月に一般社団法人宇宙旅客輸

送推進協議会が発足する等、本検討会で示された「高頻度往還飛行型宇宙

輸送システム」の開発・事業の担い手が現れるための環境醸成が進んでい

る。 

そのような中での開発の流れとして、まずは開発・事業を行う者が「高

頻度往還飛行型宇宙輸送システム」に関する事業計画を検討する。そして

JAXAからの支援（例：解析モデル検討）も踏まえ、事業成立性が見込まれ

る飛行形態や機体の規模等を検討し、システム実現のために今後更に必要

となる技術を示す。JAXAは、開発・事業を行う者が提案する飛行形態や機

体の規模等について技術的成立性があるか、今後必要とされる技術がどの

程度の費用・期間で獲得できるかの見込みについて、開発・事業を行う者

と対話を行う。JAXA は、開発・事業を行う者に対して、「高頻度往還飛行

型宇宙輸送システム」に係る事業アイデア公募を速やかに実施し、技術志

向及び事業志向両面で幅広く意見を募集して技術課題を集約する。また、
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JAXAからの積極的な情報発信や開発・事業を行う者との直接対話の機会と

してワークショップを開催し、JAXAで取りまとめている「技術ロードマッ

プ」の改訂や、今後の個別要素技術の研究提案募集につなげる。技術的成

立性を評価するに当たっては、現時点の技術レベルのみでなく、将来の技

術的ブレークスルーの可能性も見込んだ対話を行う。こうした JAXA との

対話を通じて開発・事業を行う者は、事業成立性を確保・維持しつつ、技

術的に成立する飛行形態や機体の規模等に収れんさせていく。仮に開発・

事業を行う者が必要とする技術が、JAXAとの対話を踏まえて、技術的成立

性が見込めないものや今後必要となる技術の獲得が困難なものであった

としても、JAXAが進める「基幹ロケット発展型宇宙輸送システム」との共

通技術等を基盤として、開発・事業を行う者の責任・投資で技術レベルを

高めることができる。 

国は、開発・事業を行う者から（開示できる範囲で）技術実証への取組

途中経過の報告を受けるとともに、外部専門家等の技術的意見を受ける場

を設け、必要に応じて官民の役割分担や「革新的将来宇宙輸送システムロ

ードマップ」の見直しを行う。 
 

 国と民間の研究開発の分担（知財の持ち方に係るものを含む。） 

JAXAは現在、オープンイノベーション共創体制のもと、民間事業者に対

して個別要素技術の情報提供要請（RFI: Request for Information）を行

い、それに基づくテーマ設定及び提案要請により、オープン・クローズの

それぞれの体制で研究開発を進めている。JAXAは今後、将来宇宙輸送シス

テムの実現に必要となる「技術ロードマップ」を策定し、それに基づく要

素技術の獲得を進めるとともに、JAXAにおける既存技術の活用や既存技術

を踏まえた民間企業等からの技術提案について、対話を通じて必要な技術

を絞り込む。またその技術は、一民間事業者に限らず我が国全体の宇宙輸

送システムの振興に重要であることについて、アカデミアを含む宇宙輸送

業界関係者、宇宙輸送事業者らの意見を集約・確認し、官民共同研究によ

り獲得すべき要素技術として研究開発を進める。 

開発・事業を行う者（開発・事業を検討中の者を含む）は、更に必要と

考える要素技術について、JAXAと対話を行う。そして JAXAは、「革新的将

来宇宙輸送システムロードマップ」を踏まえつつ、アカデミアを含む宇宙

輸送業界関係者、宇宙輸送事業者らの意見を集約・確認した上で、「技術ロ

ードマップ」へ適時に反映を行う。開発・事業を行う者は技術開発を進め

る上で、JAXAが実施するオープンイノベーション共創体制で得られた将来
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輸送系の要素技術研究 4の成果や１段再使用飛行実験（CALLISTO5）プロジ

ェクト等で得られた技術の提供を受けることができる。それを踏まえて開

発・事業を行う者は、飛行実証機等の開発・試験、実機の製造、機体のイ

ンテグレーション、地上系も含めた再使用を伴う整備運用システムの開発

を行う（射場・スペースポートについては（２）に記載）。 

 

 これまでの我が国の宇宙開発で、JAXA や民間の培われた技術や知見など

の効率的活用のための仕組みづくり 

開発・事業を行う者が、飛行形態や機体の規模等を検討するに当たって

は、JAXA が現在保有する技術、JAXA が現在実施している要素技術研究等

についての状況把握が必要となる。そのため、国及び JAXA はこれに対応

する窓口を整備し、開発・事業を行う者との対話を定期的に行いながら、

必要な技術を絞り込む。加えて JAXA は、これまでの研究開発を通じて得

た成果から活用できる既存技術があれば、これを開発・事業を行う者に提

供する。 

 

 開発を担う民間事業者の選定方法 

開発・事業を行う者に対して、「高頻度往還飛行型宇宙輸送システム」の

飛行形態や機体の規模等をまとめた後に国及び JAXA と議論を行い、段階

的に技術実証ステージゲートを設け、今後行う開発への支援について協議

を行う。現時点から 2040 年代前半までを想定する場合、開発・事業を行

う者にとっては非常に長い期間を要する取組であることから、事業の予見

性が見通しにくく、民間から資金を得ることが難しくなることが考えられ

る。そのため、段階的に技術実証ステージゲートを設けることにより、一

定の期間を区切り、予見性の得られる範囲での事業化を前提として、開発・

 
4 個別要素技術の研究開発は、民間企業等と JAXAが共同で行う。知財等の保有割合は、資

金や人員等の分担等の貢献に応じて設定される。民間企業側は主に自らの製品（地上分

野）にその技術を適用し、将来宇宙輸送に係る分野への適用は原則非独占とし、開発・

事業を行う者が使用できるものとする。 

 
5 CALLISTO：Cooperative Action Leading to Launcher Innovation for Stage Toss-back 

Operation（1段再使用飛行実験） 

これまで 1回の使い切りであったロケット第１段の再使用化を目指したプロジェクト。

フランス国立宇宙研究センター及びドイツ航空宇宙センターとの国際協力の下、再使用

可能な小型実験機の開発と飛行実験を通じて、打上げから着陸・再使用までの一連の運

用における重要技術（キー技術）である誘導制御技術、推進薬マネジメント技術、エン

ジン再整備技術に関する知見を蓄積。 
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事業を行う者は段階的に将来宇宙輸送システムに向けての技術を獲得し

ていく。さらに、開発・事業を行う者が段階的な技術実証を行うことによ

り、技術・能力の保持等の実績や市場等からも信頼を得ることで、開発・

事業を行う者が市場からの資金調達を円滑に進められることが期待され

る。 

本検討会で示した技術実証方策としては、４段階の技術実証ステージゲ

ートを数年おきに設け、具体的には例えば、①再使用技術をはじめとする

技術の実証専用の機体を開発し、続いて、②機体に有人宇宙飛行技術を盛

り込んでステップアップし、さらに、③大型化を行い、④2040年代の二地

点間高速輸送等の実用機につなげる等、段階的な技術獲得を図ることが想

定される。段階的な技術実証ステージゲートは、最終的に開発・事業を行

う者等との飛行形態や機体の規模等について対話を行った上で、国が設定

する。現下の国際情勢等も踏まえ、第１段階の技術実証ステージゲートで

開発される機体は、2040年代前半を待たずに打上げの低コスト化の早期実

装につなげ、我が国の輸送能力の増強を図る。 

技術実証ステージゲートの具体的な進め方として、国はまず、開発・事

業を行う者が作成した事業計画と併せ、それを実現するための飛行形態や

機体の規模等についての技術的成立性を評価し、開発・事業を行う者との

協議を通じて収れんさせていく。その後、外部専門家等からの意見等も踏

まえた上で、国は達成すべき機体の能力等、第１段階の技術実証ステージ

ゲートを示し、JAXAは技術実証提案募集（RFP: Request for Proposal）

を行う。開発・事業を行う者は、この RFPに応じ、自ら検討した飛行形態

や機体の規模等のシステム仕様を達成するための研究開発計画を示す。国

は示された飛行形態や機体の規模、必要となる技術等を確認し、技術実証

ステージゲートへの参加者を選定する（この段階での選定は、参加する者

が技術的な能力を持っているか否かの選考を想定）。その後、開発・事業を

行う者は、対話を通じて JAXA が保有する要素技術や今後得られる予定の

要素技術について提供を受けるとともに、技術実証のための研究開発に対

してマイルストンペイメント方式による支援を受けることが想定される。

第１段階のステージゲートに向けたこれらの支援は、民間における機体の

開発体制の強化とロケット産業のすそ野拡大を図り、民間主導で機体を開

発する基盤を整備する観点も考慮する必要がある。 

マイルストンペイメント方式での支払は、一例として、基本設計・詳細

設計・製造・技術実証等の各段階の達成度に応じて行われることが考えら

れる。 
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技術実証ステージゲートの技術実証を確認する手段としては、デモンス

トレーション飛行等、要求される技術レベルの達成又は不達成の判定が明

確な形で行われる方法を採用する。技術実証に成功した際には、アンカー

テナンシーとして一定の打上げ枠買取り等の方策を国は検討する。これら

を通じて開発・事業を行う者は、初期運用段階の実績作りを行い早期の実

装化を図るとともに、国は 2040 年代前半を待たずして、低コスト化した

宇宙アクセス手段を活用する機会の創出に努める。開発・事業を行う者は、

開発した機体の初期の運用実績をアンカーテナンシーで確保することに

より、その後は自らその機体を活用した輸送、宇宙旅行等のビジネス展開

を図ることが期待される。 

 

 我が国の宇宙輸送システムの自立性を確保するために、国が責任を負うべ

きキー技術の維持方策 

衛星や科学探査機等の打上げにおいて、基幹ロケットは宇宙アクセスに

必要な根幹のインフラであり、その運用を含め、宇宙活動の自立性を確保

することが我が国の宇宙政策の基本となっている。そのため、基幹ロケッ

トの開発・維持・高度化は継続的に進める必要がある。JAXAは、H-IIA/B、

H3 ロケットの開発・運用で培われたこれまでの技術を継承するとともに、

ロケット機体の再使用化をはじめとした低コスト化技術を適用して「基幹

ロケット発展型宇宙輸送システム」の開発を進める。特に、我が国が自立

的な宇宙活動を行うに当たり、他の産業からの転用が難しいロケット固有

の技術（キー技術の例：液体ロケットエンジン技術、誘導制御技術、飛行

安全関連技術等）は、他国からの影響を受けることのないよう国内で確保

すべき基幹技術であることから、国が責任を負うべき分野の技術として、

官民の役割分担（H3 では JAXA が開発）を明確にした上で継続的に開発を

進める必要がある。 

 

 機体以外のシステム（地上施設設備・打上安全監理）の開発、運用主体と

役割分担 

民間主導の開発体制を支えるため、JAXAが保有するロケットエンジンの

燃焼試験場については、開発段階に合わせて民間も利用できることを目指

して環境整備を行う。具体的には、エンジン開発に必要であるエンジン燃

焼試験施設について、民間が開発するエンジンとのインターフェースの簡

素化等、民間の利便性を高めた「官民共創推進系開発センター」の整備が

今年度より開始されている。 
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また、開発・事業を行う者が自らシステム検討に活用できるよう、JAXA

において検討ツールの整備やモデルベース開発環境の整備を行うととも

に、開発・事業を行う者の求めに応じて、開発の効率化に向けて、モデル

較正に必要な要素試験の実施やモデルベース開発環境の更新等を進める。 

打上安全監理について、ニュースペース事業者において安全監理や宇宙

活動法対応を自ら既に実施している者もあることから、今後「高頻度往還

飛行型宇宙輸送システム」の事業化等を見据えると、開発・事業を行う者

が自ら安全監理を担う形が主流となることが考えられる。 

 

（２）射場・スペースポート 

「基幹ロケット発展型宇宙輸送システム」及び「高頻度往還飛行型宇宙輸

送システム」のいずれにおいても、再使用型の機体を開発することにより打

上げコストを抜本的に低下させることを目指しているが、現在、JAXAが打上

げを行っている種子島、内之浦のいずれの射場も、機体の再使用、すなわち

打ち上げた機体（の一部）を射場に戻す運用を想定した仕様とはなっていな

い。そのため、国及び JAXA は、機体再使用を前提としたシステムの開発を

支える施設として、着陸を伴う飛行試験を行う試験場（以下「飛行試験場」

という。）のスペックや再使用機の回収方策、整備方策や安全を確保するた

めの飛行管制について検討を開始する。その飛行試験場については、開発・

事業を行う者も試験で活用されることが想定される。 

飛行試験場の整備、運用を通して得られるデータ、ノウハウ等は、「基幹

ロケット発展型宇宙輸送システム」のみならず、「高頻度往還飛行型宇宙輸

送システム」における射場・スペースポート設置（新設又は既存の活用を問

わない）の際の場所、スペック、運用方法を決める際の材料となることから、

国及び JAXA は、飛行試験場の整備・運用データ等を必要に応じて、開発・

事業を行う者に提供するとともに、射場・スペースポートに関する制度的課

題について、関係機関と連携し、必要な対応の検討を進める。 

 

（３）制度的課題（法律・条約事項等） 

再使用技術を伴う打上げの運用（特に一段目等の部分帰還）や有人宇宙飛

行は、現時点で我が国が保有していない技術であり、今後の飛行試験を見据

えて、制度的課題への対応があらかじめ必要となる。 

段階的な技術実証ステージゲート等の進捗に伴い、想定される開発の技術

パスとして、再使用を伴うトライアルの機体→有人対応→大型化→高頻度化
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（地上も含めた運用体制が整備）が想定されることから、開発の進捗具合を

考慮し、先んじて、制度面からの機体への対応、人への対応、商業化の認定

等、段階的に明確な期限を区切って、関係機関と連携し、実現に必要な環境

の検討及び整備を進める。現段階で考えられる制度的課題例としては、以下

が挙げられる。 

○再使用技術の獲得： 

・飛行実験実証を多頻度に実施するための手続緩和 

○機体等への対応： 

・宇宙機体の航行安全等を図る法令 

・スペースポート設置基準を定める法令 

・再突入の許認可 

○有人飛行への対応： 

・宇宙機体への搭乗資格や医学的基準 

・有人飛行の許認可 

・有人飛行事故の責任区分や補償 

○商業化への対応： 

・宇宙機体を操縦する資格 

・宇宙機体を整備する資格 

・安全運航管理する資格 

・宇宙旅客運送事業の許認可 

・高頻度大量輸送の国際的なルール 

 

（４）国際協業の在り方 

我が国では JAXA は、仏・独の宇宙機関と国際協力の下、１段再使用飛行

実験（CALLISTO）プロジェクトを進めている。開発・事業を行う者において

も、検討する事業計画によっては宇宙輸送システムの大幅な低コスト化を目

指し、国際的に企業間で共同調達や技術協力が想定される。 

 

（５）利用ミッション動向を含む将来市場環境及び宇宙輸送事業者に関する 

継続的な分析・評価 

「高頻度往還飛行型宇宙輸送システム」における研究開発プロジェクトの

進捗について、世界の市場環境や海外競合動向、外部専門家等の意見等も踏

まえ、文部科学省によるレビューを行い計画等の見直しを行う。 
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将来輸送系に関わるロードマップは、研究開発プロジェクトにとどまらず、

宇宙輸送系は我が国が自立的に宇宙活動を展開する上で必要なインフラで

あり、また、低コストの宇宙アクセスは、宇宙利用の更なる拡大、宇宙産業

発展にもつながることから、国は関係機関と連携し、分析・評価を行ってい

く。 

 

以上 


